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\ 住民の健康の保持の推進
各都道府県は、その都道府県域内で実施される特定健康診査及び特定保健指導（以下「特
定健康診査等」という。）をはじめとする保健事業等について、保険者、市町村等における取

組やデータ等を把握し、全体を俯
ふ
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する立場から円滑な実施を支援するとともに、自らも広
報・普及啓発など一般的な住民向けの健康増進対策を実施することが必要である。
その際、全体として医療費適正化が達成されるように、例えば、特定健康診査等の実施主
体である保険者に対して保健所から提供された地域の疾病状況等の情報を提供するほか、特
に、被用者保険の被扶養者の特定健康診査等の実施率の向上に向けて、市町村が行うがん検
診等各種検診の情報と特定健康診査等の情報を共有し、同時実施等に関する効果的な周知に
ついて技術的助言を行うことが期待される。また、特定健康診査等に携わる人材育成のため
の研修の実施、被保険者の指導等の保健事業の共同実施等を行っている保険者協議会に対す
る助言や職員の派遣による支援、幼少期からの健康に関する意識の向上や市町村における先
進的な取組事例等についての情報提供、都道府県自身によるデータの分析やマスメディア等
を利用した健康増進に関する普及啓発等の取組を行うことが考えられる。
こうした取組を通じて、都道府県が特定健康診査等の実施率の向上並びにメタボリックシ
ンドロームの該当者及び予備群の減少に主体的な役割を果たすことが期待される。
併せて、住民の健康意識を高めることが医療費適正化にも資するとの観点から、予防接種
の接種率の向上に向け、実施主体である市町村に加えて保険者が普及啓発等を行うことが期
待されるところであり、都道府県においてその支援を行うことが考えられる。
さらに、たばこ対策としては、保険者、医療機関、薬局等と連携した普及啓発の促進や、
相談体制の整備等の取組を行うことが考えられる。

] 医療の効率的な提供の推進
{ 医療機関の機能分化・連携
平成25年度からの新たな医療計画においては、５疾病・５事業及び在宅医療ごとに、例
えば、地域連携クリティカルパスの活用等により各医療機関が地域においてどのような役
割を担うのかを明らかにしていくこととされている。
これらは医療の効率的な提供の推進に関連する事柄であり、第二期都道府県医療費適正
化計画においても、医療機関の機能分化・連携を図るために都道府県が取り組むべき施策
として考えられる。なお、都道府県医療費適正化計画の策定の際は、医療計画の関係する
箇所における記述の要旨又は概要を再掲することや医療計画と一体的に作成することでも
差し支えないこととする。
また、療養病床については、機械的な削減は行わないこととしているが、引き続き、転
換に関する相談窓口の設置など具体的な支援措置について記載するものとする。

| 在宅医療・地域ケアの推進
入院医療から地域及び自宅やケアハウスなど多様な住まい（以下「在宅」という。）にお
ける療養への円滑な移行のためには、在宅医療や在宅での看護・介護サービスの充実を推
進するほか、住宅施策との連携を含めた受け皿の整備が不可欠である。
第二期都道府県医療費適正化計画においては、できる限り住み慣れた地域で在宅を基本
とした生活の継続を目指す地域包括ケアシステムの構築に取り組むことが重要であること
から、在宅医療・地域ケアに係る体制の整備の推進に関する施策を記載することが考えら
れる。なお、都道府県医療費適正化計画の策定の際は、医療計画及び介護保険事業支援計
画の関係する箇所における記述の要旨又は概要を再掲することや医療計画と一体的に作成
することでも差し支えないこととする。

} 後発医薬品の使用促進
第二期都道府県医療費適正化計画においては、都道府県域内における後発医薬品の使用
促進策等について記載することが考えられる。こうした施策としては、例えば、後発医薬
品を医療関係者や患者が安心して使用することができるよう、医療関係者、医療保険者や
都道府県担当者等が参画する、後発医薬品の使用促進に関する協議会を活用して都道府県

５ 都道府県における医療に要する費用の調査及び分析に関する事項
都道府県は、都道府県医療費適正化計画の内容に資するよう、医療費の伸びやその構造等の
要因分析を行う必要がある。詳細は第３を参照のこと。
６ 計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項
都道府県は、各都道府県民の医療費の現状に基づき、５年後の医療費の見通しを算出する。
具体的な算出方法は、別紙二を参考にすることが望ましいが、どのような算出方法を採る場
合においてもこの見通しは第１の二の１及び２に示す目標値と相互に関連するものであり、全
体としてこれらの目標値とこの見通しとの整合性の確保に留意する必要がある。
７ 計画の達成状況の評価に関する事項
都道府県医療費適正化計画の達成状況を評価し、その結果をその後の取組に活かしていくた
め、都道府県は、計画の中間年度及び最終年度の翌年度にそれぞれ評価を行う。詳細は第２を
参照のこと。
８ その他医療費適正化の推進のために都道府県が必要と認める事項
第二期医療費適正化計画においては、都道府県独自の取組を主体的に計画に位置付けること
が望まれる。その場合は、関連する事業内容等について、３に準じて定めること。
都道府県独自の取組を位置付けるに当たっては、都道府県が保有するデータ又は国から提供
するデータを基に課題の分析を行い、取組に反映することが望まれる。こうした取組の例とし
ては、例えば情報通信技術等を活用した保健師等の訪問指導による重複頻回受診の是正や診療
報酬明細書の審査及び点検の充実、医療費通知の充実、意識啓発を通じた適正な受診の促進、
地域連携クリティカルパスに関する協議会の設置、医療機関間の主要な診療情報の相互参照を
可能とする地域医療情報連携システムの導入など情報通信技術を活用した医療機関間の連携等
が考えられる。なお、これら取組例のうち、市町村等都道府県以外が実施主体となる取組につ
いては、その積極的実施の支援又は促進が都道府県の施策となる。

域内における普及啓発等に関する施策を策定・実施することが考えられる。また、後発医
薬品の使用促進のため、自己負担の差額通知を含めた医療費の通知を行う保険者と地域の
医療関係者との連携・協力に対し、都道府県が支援を行うこと等も考えられる。これらの
施策を実施する際は、関係者等の意見の把握に努め、施策の課題を抽出し、その解決に向
けた目標の設定及び施策の明示、進{状況の評価等を実施し、必要があるときは、施策に
反映していくことが有効である。特に、個々の取り組むべき施策が個別目標の達成に向け
てどれだけの効果をもたらしているか、施策全体として効果を発揮しているかという観点
から評価を行うことが重要である。

４ 目標を達成するための保険者、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項
３に掲げた取組を円滑に進めていくために、都道府県は、住民の健康の保持の推進に関して
は保険者及び健診・保健指導機関等と、医療の効率的な提供の推進に関しては医療機関及び介
護サービス事業者等と、普段から情報交換を行い、相互に連携及び協力を行えるような体制作
りに努める必要がある。
こうした情報交換の場としては、３の\の保険者協議会のほか、地域・職域連携推進協議会、
医療審議会等の積極的な活用が期待されるが、会議の場だけではなく様々な機会を活用して積
極的に連携・協力を図ることが重要である。
特に、都道府県においては、保険者による医療費適正化の取組と連携を深めることが必要で
ある。このため、都道府県医療費適正化計画の策定に当たっては、第１の一の３\の関係者の
意見を反映させる場への参画を保険者に求めることに加えて、保険者協議会の構成員の一員と
して運営に参画するなど、連携を深めることが望ましい。また、保険者協議会その他の機会を
活用して、必要に応じて、保険者が行う保健事業の実施状況等を把握したり、保険者が把握し
ている被保険者のニーズ等を聴取するなど、積極的に保険者と連携することが望ましい。
なお、保険者による医療費適正化の推進や加入者の健康づくりの推進、さらには医療提供体
制に関する議論への参画等の保険者機能の発揮が円滑に行われるよう、厚生労働省において、
保険者機能に関するガイドラインを示すための検討を行う予定である。
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